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研究成果の概要（和文）：2011年東北地方太平洋沖地震時に見られたRC造超高層建物の室内被害を分析するとともに，
建物記録のシミュレーション解析等を通じ，実地震時の被害状況に基づく被災度の評価基準を確立した。国内に建つ12
00棟を超えるRC造超高層建物のデータベースを構築し，将来大都市圏で発生が予測される大地震後の建物状態を即時に
確認するとともに，居住者の安心，安全を目指した復旧計画に利用できるシステムを構築した。

研究成果の概要（英文）：This study investigates indoor damages of super high-rise residential RC 
buildings during the 2011 Tohoku earthquake. Through simulation analyses of strong motions recorded at 
buildings, estimation criteria for indoor damage index based on actual damage survey are determined. 
Based on structural database for more than 1,200 super high rise residential RC buildings, seismic 
performance of buildings during the future massive earthquake in urbanized area will be evaluated in 
short time to offer disaster recovery plan for life continuity management of residences.

研究分野： 地震工学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 

 近年、超高層建築物が関東平野や濃尾平野、
大阪平野等の大都市部に建設されている。こ
れらの建物に対し、近年内の発生が確実視さ
れている南海トラフ地震、首都直下型地震等
の巨大地震時に、即座に復旧計画を立てるた
めには、各地の被害状況を迅速に把握するこ
とが重要である。 

 本研究では、2011 年東北地方太平洋沖地震
時の超高層集合住宅における室内被害デー
タに基づいて、今後発生する地震時における
建物の即時被災度判定を行い、居住者に建物
の被災状況を通知するシステムを構築する。
さらに、インターネットを利用して各地の被
災度データを収集し、被害状況の地理的空間
分布を即座に把握するシステムを構築し、地
震時の広域的復旧計画の策定に資すること
を目的とする。 

 

２．研究の目的 

(1) 即時的地震被害判定システムの構築 

 大規模な地震が発生した場合、超高層集合
住宅居住者にとって、地震後の建物の安全性
を把握することは、避難や建物の改修を検討
すべきか否かを検討する上で重要な情報と
なる。その一方で、地震時における超高層集
合住宅の被害状況については、十分にデータ
が蓄積されているとは言い難いのが現状で
ある。筆者らは前述のアンケート調査から、
2011 年東北地方太平洋沖地震時の超高層集
合住宅の被害状況に関するデータを収集し
て来た。そのデータを詳細に分析することで、
今後発生する地震による激甚災害時の被害
状況を推定することが可能である。この知見
を活かし、本研究では、超高層集合住宅の即
時的地震被害判定システムを構築すること
を目的とする。 

(2) 地震時広域復旧計画策定システムの構築 

 巨大地震における激甚災害に対し、迅速に
復旧計画を策定するためには、地震後即座に
各地の被害状況を把握することが必要不可
欠である。そこで本研究では、建物の地震観
測・被災度判定・各地の被害状況の把握を一
貫して行うシステムを構築する。 

 被災地域における多くの建物の被災度を
即時的に判定し、それらのデータをインター
ネット経由で収集して一元管理するシステ
ム構築に利用することができる。本研究では、
今後発生する中小地震を含む強震記録に基
づき、構築したシステムの妥当性および有用
性を検証する。これにより、今後巨大地震が
発生した際の迅速な復旧計画の策定に資す
るシステムを構築することを目的とする。 

 

３．研究の方法 

(1) 2011 年東北地方太平洋沖地震時における
超高層集合住宅の被害調査と被害要因の検
討 

 本研究では、2011 年東北地方太平洋沖地震
時における超高層集合住宅の被害状況を把

握するため、本震の前後において各建物の実
被害データを収集し、それらに基づいて、大
地震時における超高層集合住宅の実被害デ
ータベースを作成する。 

 また、本震時の建物応答を検討するため、
フレームモデルを用いた地震応答解析を行
う。解析モデルは各建物の設計図書に基づい
てモデル化し、本震時に得られた最下階にお
ける実際の地震記録を入力して解析を行う。 

 以上の各種検討により、RC 造超高層建物
の実地震時被害状況に基づく被災度の評価
基準を作成する。 

(2) 超高層集合住宅の被災度評価手法の検討
と即時地震被害判定システムの構築 

 超高層集合住宅の全ての階に強震計を設
置することは現実的ではなく、各階の地震時
応答を観測することは難しい。そこで本研究
では、建物応答の補間手法について検討する。
これによって、超高層建物の全ての階に強震
計を設置することなく、１つの建物あたり数
点での強震観測のみで各階の地震応答や層
間変形角を推定できる。 

 筆者らは、前述の 2011 年東北地方太平洋
沖地震時の超高層集合住宅の強震記録に対
し、部分空間法によるシステム同定手法を適
用し、固有周期の変化を検討した。その結果、
本震において建物の固有周期が伸び、地震終
了まで固有振動数は回復していないことが
明らかとなった。これらの結果と前述のアン
ケート調査結果と対応させることで、室内の
内装材やコンクリート部の亀裂と固有周期
の伸びの関係を把握できる。この知見から、
システム同定により求めた固有周期の変化
に基づき、建物に生じた亀裂等の被害を推定
する。 

 本研究では本震時に強震観測が行われて
いなかった建物で常時微動観測を行い、これ
をもとに本震時の固有振動数の低下を検討
する。これらとアンケート調査結果を比較し、
本震時の超高層集合住宅被害の空間分布を
さらに詳細に検討する。 

(3) 広域的地震時被害復旧計画策定システム
の構築 

 以上で述べた各種法による RC 造超高層集
合住宅の被災状況に関する総合的判断から、
超高層集合住宅の被災度を即時的に推定す
るシステムを構築する。このシステムでは、
各建物の被災度データをインターネット経
由で収集し、一元管理することで、各地の超
高層集合住宅の被災度の分布を地震発生後
に即時的に把握することができる。これによ
って、被害が甚大である地域を地震後即座に
把握することで、迅速な復旧計画を立てるこ
とが可能となる。 

 以上のように、本研究では、今後の発生が
危惧される南海トラフ地震や首都直下地震
等の巨大地震時において、RC 造超高層集合
住宅の建物安全性を居住者に即時的に通知
し、かつ地震発生後の迅速な広域的復旧計画
策定に資する総合的ヘルスモニタリングシ



ステムの構築を目的とする。 

 

４．研究成果 

(1) 大地震時における超高層集合住宅の実
被害データベースの整理 

 2011 年東北地方太平洋沖地震によって首
都圏に建つ RC 造超高層集合住宅に発生した
建物内部被害を小規模工事等受付台帳等か
ら調査し、その高さ方向の分布を同地震時に
おける当該住宅の居住者を対象としたアン
ケート調査結果と比較した。さらに、この地
震時におけるこれら建物の最大層間変形角
の推定手法を提案し、推定された最大層間変
形角と被害の関係について検討した。これら
は研究方法 (1)(2)に該当する内容であり、
2013 年度に実施された。 

 得られた知見を以下に示す。①主な建物内
部被害は、壁紙等の内装材の破損や ALC 壁
等の非構造部材の破損、扉やサッシの開閉不
良、タイル材の破損の 4 つが多かった。②内
装材破損の被害件数が最も多く、タイル材の
被害は少なかった。建物の内部被害の高さ方
向の分布は低層から中層にかけて多く発生
しており、高層では被害が少なかった。内装
材の亀裂に関するアンケート調査からも同
様の傾向が見られた。③2011 年東北地方太平
洋沖地震では、建物の 1 次モードに比べ高次
モードの影響は小さかった。また、同地震時
における建物の非線形性の影響により、下層
階で層間変形が大きくなる傾向を示した。④
線形時の 1次モード形状を補正する関数を利
用することにより、本震時における最大層間
変形角を強震記録から簡便に推定する方法
を示した。シミュレーション解析結果との比
較により、その妥当性を検証した。⑤内装材
の破損については、最大層間変形角
5.0×10⁻³rad 以降で被害が多くなる傾向が見
られた。いずれの被害も、最大層間変形角が
大きくなるほど多くなる傾向にあり、これは
内装材の亀裂に関するアンケート結果とも
対応した。 

 

(2) 建物の設計時の振動解析モデルの収集
と分析 

 超高層 RC 造集合住宅 39 棟を対象に評定
資料に基づく設計用振動解析モデルのデー
タベースを作成し、復元力特性の高さ方向分
布を分析した。また、これらの振動解析モデ
ルを用いた固有値解析や、様々な観測波を
用いた地震波と最大層間変形角の分布性状
の関係性を調べた。これらは研究方法(2)(3)

に該当する内容であり、2015 年度に実施さ
れた。 
 得られた知見を以下に示す。①質量及び
復元力特性は高さ方向で基準化することで
ほぼ同等の特性を有した。②質量と初期剛性
より得られる刺激関数、また 1 次刺激関数の
層間変形角についてはモデル間で大きな差
はなかった。Qc、Qy を設計用層せん断力 Qi

で基準化した場合、図 1 に示すよう高さでほ

ぼ一定となり、Qc/Qi は約 0.3～0.5、Qy/Qi

は 1.5～2.0 程度であった。③建物高さと 1～
3 次固有周期の関係、設計用ベースシア係数
と 1 次固有周期の関係について、全体的に既
存超高層 RC 造集合住宅と同様の傾向を示し
ていた。④様々な地震波を用いて検討対象建
物 39 棟のそれぞれ 2 方向で地震応答解析を
行った結果、最大応答加速度、最大応答層間
変形角のそれぞれについて、全体的にほぼ同
様の傾向を示した。 

 複数会社により評価された振動解析モデ
ルを横並びで対応することはほとんどなさ
れておらず、国内における超高層集合住宅の
標準モデルの構築および今後の被害推定を
行う上で欠かせない情報となる。 

 

図 1 設計用層せん断力の高さ方向分布 

 

(3) 強震観測を行っていない建物の被災度
判定のための微動計測 

 強震観測を行っていない建物の被災度判
定を簡便にするアプローチとして微動計測
に着目し、累計 28 棟の超高層集合住宅を対
象に計測を行った。これらは研究方法
(1)(2)(3)に関連する内容であり、2013、2014

年度に実施された。 

 図 2 に示すように、伝達関数から推定した
各建物の現時点の固有振動数は設計時振動
数と概ね対応することが分かった。また関東
地域では、3.11 初期周期は微動時周期より短
く、3.11 終了周期、3.11 最大周期は微動時周
期より長い傾向がある．関西地域では、3.11

初期周期、終了周期、最大周期ともに、微動
時周期よりも長い．微動時周期との決定係数
をみると、3.11 初期周期、終了周期、最大周
期ともに高い値となっている．このことから
微動観測結果の１次固有周期から東北地方
太平洋沖地震の１次固有周期の変化を推定
できる可能性があることを示した． 

 これらのデータは、今後首都圏に南海トラ
フなどの巨大地震が発生した後の、建物の被
災度を判定する上で重要となる。 

 

 

図 2 各建物の微動、設計固有振動数 



 

(4) 振動台搭乗実験に基づく地震時の揺れ
と体感の関係 

 大地震時における超高層集合住宅居住者
の体感や行動難度を把握するため、2011 年東
北地方太平洋沖地震時に超高層集合住宅で
得られた記録を用いて図3に示す振動台搭乗
実験を 3 年間にわたって実施した。これらは
研究方法(1)に関連する内容である。 

 振動台搭乗実験に際しては、アンケート調
査を実施するとともに、頭部の加速度を計測
しており、超高層集合住宅における地震時の
揺れと体感の関係を把握するための基礎デ
ータを得た。 

 

 
図 3 振動台搭乗実験の様子と被験者頭部で

得られた加速度の粒子軌跡の一例 

 

 一例として 2013 年度の実験から得られた
知見を以下に記す。①モーションキャプチャ
による加速度波形と振動台の加速度波形は
良好に一致した。②図 3 に示すように、立ち
位置によって頭部の最大加速度異なってい
た。この一因として、加振時に振動台の手す
りに接触した影響で最大加速度が大きくな
ったことが原因と推定される。③人間頭部の
最大加速度の平均は、振動台の最大加速度の
約 2 倍となった。④振動台上の人間頭部の応
答スペクトルは、振動台とほぼ同じ周期特性
になり、その振幅が約 1.3 倍となった。⑤行
動難度と人間頭部の加速度の比較では、3.11

本震時はあまり相関がみられなかったが、
3.11 本震と神戸波の比較では、加速度が大き
くなるにつれて行動難度が高くなることが
うかがえる。 

(5) 超高層集合住宅の強震記録の分析と室
内被害調査との対応評価 

 強震記録の分析として、建築研究所で強震
観測を管理している超高層集合住宅 2棟を追
加し、2011 年東北地方太平洋沖地震時データ
を検討した。既に分析済みの建物と併せて計
16 棟の建物について、動特性の変動をとりま
とめた。次に中央区に隣接して建つ 2 棟の超
高層集合住宅へのアンケート調査の分析と
シミュレーション解析から、同一地域に建つ
同規模の建物でも地震時応答の違いがある
ことを明らかにした。これらは研究方法(1)(2)

に関連する内容として、2013、2014 年度に
実施された。 

(6) 分譲マンションを対象とした追加アン
ケート調査と構造形式により被害形態
の違い把握 

 首都圏に建つ分譲マンションを対象に
2011 年東日本大震災時の室内被害に関する
追加アンケートを実施し、より詳細な建物被
害の分析を進め、被災度データベースの強化
を図った。被災後に発生した修復費用の自己
負担に関する調査するとともに、図 4 に示す
ように建物を耐震、制震、免震構造で分類し、
耐震構造の分類により室内被害の程度が異
なることを明らかにした。これらは研究方法
(1)に関連する内容として、2015 年度に実施
された。 

 

 

図 4 室内の壁紙等の内装材の亀裂被害 

 

(7) 全国超高層集合住宅データベースの構
築と分析 

 国内に建つ 20 階建て以上の超高層集合住
宅 1200 棟以上について、建設位置や階数等、
構造形式等のデータベースを構築した。図
5 に建設位置を示す。 

 

図 5 国内超高層集合住宅の建設位置 

 

 国内における超高層集合住宅のデータベ
ースを構築し、解析検討による 2011 年東北
地方太平洋沖地震時と想定地震時の PIDAの
空間分布を分析した。得られた知見を以下に
示す。①現在までに国内で 1221 件の超高層
集合住宅の竣工が確認でき、うち 191 棟(約
16%)が免震建物であった。首都圏(東京都、
千葉・埼玉・神奈川県)で全体の約 58%を占
めていた。関西では免震建物の竣工数が全体
竣工数に対し約 32.5%と、他の地域に比べ高
い割合を示した。②非線形等価 1 質点系モデ



ルを用いた時刻歴応答解析により、2011 年東
北地方太平洋沖地震時の国内超高層集合住
宅 1030 棟の PIDA を算定した。PIDA が
5×10-3(rad)を超えた超高層集合住宅 45棟の
うち 17 棟は埋立地に建設されており、震源
から遠方の軟弱地盤において長周期地震動
の影響を大きく受けたことが考えられる。③
首都圏に建つ640棟の超高層集合住宅を対象
に、今後発生が予測されている東京湾北部地
震および都心東部直下地震時の PIDAを算定
した。都心東部直下地震時に比べ、海溝型地
震であり震源断層域が大きい東京湾北部地
震時のほうが、首都圏の広範囲に亘って大き
い応答を示している。 

 
図 6 東京湾北部地震時に想定される超高層

集合住宅の地震応答 

 

 これらは研究方法(3)に関連する内容とし
て、2015 年度に実施された。ここで構築し
たデータベースにより、今後国内で大地震が
発生した時の復旧計画策定に向けた計画が
可能となる。 

(8) ネパール・ゴルカ地震で被災した高層集
合住宅の被害調査 

 2015 年 4 月 25 日に発生したネパール・ゴ
ルカ地震ではカトマンズで大きな被害が現
れた。2 回に分けてカトマンズを訪問し、被
災した高層集合住宅の被害調査を実施した。
微動計測を含めた分析より、以下の知見が得
られた。①RC ラーメンで構成された構造躯
体には顕著な損傷が見られず、レンガ造壁等
の非構造材に被害が集中した。②図 7 に示す
ように、同一建物では低層部の損傷が、高層
部の損傷に比べ甚大であった。③建物内部の
損傷は、外観から確認できる損傷に比べ甚大
であった。④Exp.J のクリアランスが小さく、
建物同士が衝突した形跡が見られた。また、
Exp.J カバーのはく離などの損傷も確認され
た。⑤独自の評価基準に基づく被災度判定を
行い、実被害や生活継続の可能性と概ね対応
した結果が得られた。⑥常時微動計測の結果
から建物の 1 次固有周期を求め、方向別、計
測点高さとの対応、設計用固有周期との対応
を確認した。 

 海外での地震被害資料も、将来の国内での
超高層集合住宅の地震被害軽減を策定する
上で貴重な実被害データとなる。 

 

図 7 ネパール地震での高層集合集宅の被
害 

 

(9) まとめ 

 研究期間全体を通じ、2011 年東北地方太平
洋沖地震時の RC 造超高層建物の実地震時被
害状況に基づく被災度の評価基準を構築す
るとともに、地震発生後の迅速な広域的復旧
計画策定に資する総合的ヘルスモニタリン
グシステムを整備した。2015 年 4 月に発生
したネパール地震では高層集合住宅の被害
調査を追加し、被害データベースを充実させ
ることができた。国内に建つ 1200 棟を超え
る RC 造超高層建物に対し、今後予測される
大地震発生後の生活維持計画に資する成果
が得られた。研究成果の一部はプレス記事で
取り上げられ、また 2014 年には研究フォー
ラム「大地震時における超高層マンションの
揺れと被害－東日本大震災の経験を踏まえ
て－」を開催し、成果を対外的にアピールす
ることができた。 
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